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20世紀のアメリカ家政学の特質
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要 旨

本研究は、アメリカ家政学会誌にみる研究内容の歴史的推移から、家政学の本質を探ろう

とするものである。本報告では、 1909年から 2000年までの890冊の学会誌に掲載された分

析対象論文について分析し、 1990年代の家政学研究の特徴と 20世紀のアメリカ家政学の特

質を明らかにすることを目的とした。そこで、まず各年代別・領域別の論文数を把握し、そ

れに基づき領域別の構成比を算出して時系列的な特徴を明らかにした。また年代間の類似性

をみるためにクラスター分析を行った。さらに、 1990年代の研究内容から、今日の家政学

の課題や研究関心を明らかにした。

1 . 緒言

本研究は、アメリカ家政学会誌にみる研究内容の歴史的推移から、家政学の本質を探ると同

時に今後の家政学のあり方について考察しようとするものである。これまですでに、アメリカ

家政学会誌の 1909年の創刊号から 1980年代までの論文について、論文全体および家政学原論

や衣食住等の各領域の特徴を明らかにしている。 1) そして特に本報告に関係の深い 1980年代ま

での論文全体について分析した結果は、日本家政学会誌 (1992年）に報告している。2)

この論文では、 2000年までのデータが揃ったことから、改めて全年代の論文全体を分析の

対象として、年代別、領域別の属性に注目して、その量的な分析を中心にアメリカ家政学の研

究内容の推移について概観する。ここでは、日本家政学会誌の報告内容との重複を極力避ける

ために、特に新しく追加した 1990年代のデータの特徴について考察しながら、 20世紀のアメ

リカ家政学の特質を明らかにしようとするものである。 1990年代は、アメリカ家政学会にお

いては 1994年の学会名称の変更という歴史的な出来事を含む年代であり、家政学のパラダイ

ム転換と 21世紀の家政学の新たな方向性が示唆されている重要な年代である。また、 1990年

代の考察は、日本の家政学の今後の方向性を展望する上でも意義のあることと考える。
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2. 方法

1)資料

吉本敏子

本論文で用いた資料は、アメリカ家政学会創立の 1909年から 2000年 (2000年度）までに

発刊されたアメリカ家政学会誌合計890冊で、以下の通りである。

0 Journal of Home Economics (1909年vol.l, No. l ,__, 1994年 Vol.86, No. 2: 742冊）

。HomeEconomics Research Journal (1972年vol.1, No. 1--1994年 Vol.22, No. 4: 92冊）

0 Journal of Family and Consumer Sciences (1994年Vol.86, No. 3-2000年Vol.92, No. 5: 

28冊）

。Familyand Consumer Sciences Research Journal (1994年vol.23, No. 1,......,2001年 vol.29, 

No. 4: 28冊）

これらの学会誌の名称は、 1994年の家政学会の名称変更に伴い、 Journalof Home Economics 

はJournalof Family and Consumer Sciencesに、 HomeEconomics Research JournalはFamily

and Consumer Sciences Research Journalに変更されている。そして、 20世紀のアメリカ家政

学を通観するということで、 2000年までの学会誌を資料としたが、 ResearchJournalは年度扱

いのため、 2000年度ということで、 2001年の vol.29, No. 4までを資料にしている。

そして、この中から分析対象論文を特定した。アメリカ家政学会誌の目次にみる構成項目の

時系列的分析の結果、アメリカ家政学会誌に掲載された論文等は、今日的大分類によるところ

の、 Research,Articlesに属するもの、 AHEATodayに属するもの、 Departmentsに属するも

のに分類された。この中から、本研究においては Research,Articlesに属するもの（純粋な研

究論文とそれに準ずると思われる総説的な報文）を分析の対象とする。3) これに従って、アメ

リカ家政学会誌合計890冊の中から分析対象論文を抽出した結果、本報告で扱う分析対象論文

は6,799本である。

2) jJ法

本研究は、次のような手順で行った。

第 1に、「家政学原論」から「総合」の 10の領域の年代別論文数を確認し、その全体像を把

握する。ただし本報告においては、資料の取り扱い上、 1910年代とは 1909年から 1919年ま

での 11年間、 1990年代とは 1990年から 2000年までの 11年間とする。内容領域の分類は「日

本家政学文献集（第4集）」の分類4) に準ずることとし、家政学原論、家庭経営学。家庭管理

学、家庭経済学、家族関係、児童学、食物学、被服学、住居学、家政教育学、総合の 10分類

領域を用いることにする。なお「文献集」では各領域はさらに中小の細領域に分類されている

が、本報告においては上述の 10大分類に基づく分析を行う。

第2に、領域間の相互関係を明らかにしその時系列的な変化を把握するために、領域別論文

数の構成比に基づく分析を行う。

第 3に、年代間の類似性を明らかにするために、基準化されたユークリッドの距離計算と群

平均法に基づくクラスター分析を行い、その時代背景も含めて考察する。クラスター分析には

「エクセル統計2000」を用いる。

第4に、 1990年代の特徴を把握するために、論文の特集号のテーマや具体的な論文のテー

マを取り上げ考察する。 1990年代については、年代別論分数、領域別論文数の構成比、クラ

スター分析の部分においても、それぞれ特徴を考察する。
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20世紀のアメリカ家政学の特質

3. 結果および考察

1)年代別・領域別論文数

アメリカ家政学の研究内容の分析に重要と思われる論文の年代別・領域別論文数は表 lに示

す通りである。また、図 lは年代別の論文数をまとめた結果を示している。全年代を平均した

年代当たり (10年当たり）の論文数は 740本で、年代当たりの論文数の最も多いのは 1940年

代で 871本、最も少ないのは 1920年代で599本であった。 1970年代以降は減少傾向にあり、

1990年代は 683本 (10年当たり 621本）で、 1970年代の 819本、 1980年代の 710本に比べ大

幅に減少していることがわかる。 1990年代は全年代を通じて 10年当たりの論文数が 2番目に

少ない年代である。家政学会誌の年代間発行数は、 1910年代 (89冊）、 1920年代 (120冊）、

1930年代 (106冊）、 1940年代 (100冊）、 1950年代 (100冊）、 1960年代 (100冊）、 1970年代

(105冊）、 1980年代 (80冊）、 1990年代 (90冊）で、 1980年代は家政学会誌の発行数が最も

少ない年代であり、続いて少ないのが 1910年代、 1990年代であった。これらを合わせてみる

と、この家政学会誌の年代間発行数が、必ずしも今回分析の対象とした論文数に影響している

とは考えられない。むしろ論文数の推移は、家政学会の成立から発展に至るそれぞれの過程に

おける家政学者たちの学会に注ぐエネルギーの大きさや、実践学としての家政学が時代の要請
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表1 年代別領域別論文数
（本）

家政学原論
家庭経営学・ 家庭 家族

児童学 食物学 被服学 住居学
家政
総合

家庭管理学 経済学 関係 教育学

93 65 38 2 18 234 25 21 200 141 

59 37 38 4 17 153 65 16 149 61 

83 35 74 ， 15 134 43 30 134 85 
100 58 78 32 25 170 81 60 129 138 

105 54 53 35 31 119 102 40 155 143 

98 53 97 38 33 124 83 31 144 100 

96 77 67 39 53 108 92 39 132 116 

106 83 72 46 40 64 94 38 116 51 

99 75 51 46 42 66 76 26 159 43 

621 

'10年代 '20年代 '30年代 '40年代 '50年代 '70年代 '80年代 '90年代

注） 1910年代は 1909,.._, 1919年の論文数、 1990年代は 1990,.._, 2000年の論文数を
示す。ただし＊はこれを 10年当たりに換算した値である。

図1. 年代別論文数〈全期間の論文総数： 6,799〉
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吉本敏子

［こどのように応えてきたのかを示す結果として読み取ることができよう。 5l 1990年代の論文数

の大輻減少の理由としては、 1970年代以降の各大学のユニットの名称変更と家政学のアクレ

ディテーション（専門分野別腿準認定）を取得する大学の減少門こみられる家政学の多様化と

専門化、そしてこれらに伴う家政学会員の減少によるものなどその要因が考えられるが、さら

に詳細な検討が必要である。

2)領域別論文構成比の推移

表 1をもとに、全期間および各年代における全論文数に占めるそれぞれの領域別論文数の構

成比を示したのが図2である。まず、全期間の論文を対象とした領域別論文数の構成比をみる

と、最も高い構成比を示しているのが「家政教育学」領域 (19.6%)であり、ついで「食物学」

領域 (17.3%)、「総合」領域 (12.6%)、「家政学原論」領域 (12.4%)であった。また、構成

比の低い順にみると「家族関係」領域 (3.7%)、「児童学」領域 (4.0%)、「住居学」領域

(4. 4%)であった。この全期間の構成比は、 1940年代から 1960年代頃の構成比に似ている。

時系列的にその推移をみると、 1910年代は「食物学」領域と「家政教育学」領域の論文の

割合が最も高く、両者を合わせて 51.9%を占めている。同様に 1920年代は 50.4%、1930年

代は 41.8%と高い割合を占めており、 1930年代までは「食物学」「家政教育学」偏菫の家政学

研究の傾向が見られる。 1940年代には、「食物学」に次いで高い割合を占めたのは「総合」領

域であり「家政教育学」領域は 3位に後退している。一方 1940年代は「家政学原論」「被服学」

「家庭経済学」領域の論文がそれぞれ 1割程度を占めており、領域間の格差が縮小している。

1950年代以降はさらにその傾向が進み、家政学研究が多領域充実型に移行している。 1990年

代では、「家政教育学」領域の論文の割合が最も高く 23.3%を占め、次いで「家政学原論」領

゜
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家政学原論 隧家庭経営学 口家庭経済学 国家族関係 圏児童学 圃食物学

口被服学 口住居学 四家政教育学 冒l総合

図2.論文の領域構成比とその推移
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20世紀のアメリカ家政学の特質

域 (14.5%)、「被服学」領域 (11.1%)、「家庭経営学・家庭管理学」領域 (11.0%)、「食物学」

領域 (9.7%)で、「食物学」領域は 5番目に多い値になる。 1990年代の領域別論文数の構成

比も、全体として構成比の領域別格差が少ない構成となっている。ただし 1990年代は、「家政教

育学」領域の構成比が 1910年代と同じ位高い割合を占めているのが特徴である。それは、 Journal

の1998年Vol.90, Issue3から学会誌の構成が変わり、「FEATURES」と「SCHOLARSHIP

AND PRACTICE」という項目ができ、この「SCHOLARSHIPAND PRACTICE」の部分に多

くの「家政教育学」関連の論文が掲載されるようになったことと関連があると考えられる。改定さ

れたJournalは、 "newJournal of Family and Consumer Sciences: From Research to Practice" 

として、伝統と革新の組み合わせの調和を図ったとしている。そして、「"Scholarshipand Practice 

（学問と実践）”のセクションを通して、情報を分析したり応用するのを助ける実践的なヒント

や注釈を加えながら家族・消費者科学の研究をもっとじっくり見直せるようにしてある。色づ

けされた縁取りのしてあるこのセクションは、リーダーシップの育成、製品化された住宅、ひ

とり親家庭の子供、多様性と多文化主義、そして学問の哲学に関する "scholarship(学問）”

"practice (実践）”を提案する」と説明されている。7)

全期間を時系列的にみると、①全期間を通して常に領域別構成比の高いのは「家政教育学」領域

であったこと、②「家政学原論」や「家庭経営学・家庭管理学」などの家政学の本質に関わる領域

の研究は、 1910年代から 1970年代は常に2割程度を占めていたが、 1980年代以降はその割合が高

くなっていること、③「家族関係」や「児童学」のようなヒトに関する研究は、全領域に占める割合

は比較的小さいものの、初期の頃に比べてその割合が高まっていること、④衣食住など主にモノに

関する研究においては、特に初期の頃は「食物学」領域の構成比が突出していたが次第に比率が均

等化してきていることなどが考察でき、アメリカの家政学研究の推移の方向性を捉えることができた。

3)クラスター分析にみる年代間の類似性

年代間の類似性をみるために、クラスター分析を行った。図3はその結果をデンドログラム

と
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に表したものである。これをみると、まずアメリカの家政学は 1910年代から 1930年代までの

時期と、 1940年代から 1990年代までの時期の二つのグループに大別される。この結果を、こ

れまでにみた年代別。領域別構成比の特徴と合わせて考察すると、 1910年代から 1930年代ま

でを食物学。家政教育学偏重型の家政学の時期、 1940年代以降を多領域充実型の家政学の時

期とみることができる。これまでのアメリカ家政学の歴史の中で、 1930年代から 1940年代は

大きな転機となった時期であることが推察される。距離を 3.5でみれば、 1910年代、 1920

代から 1930年代、 1940年代から 1960年代、 1970年代から 1990年代の 4つのグループに分け

られる。このことから、 1910年代は「家政学創設期」、 1920年代から 1930年代は「家政学形

成期」、 1940年代から 1960年代は「家政学充実期」、 1970年代から 1990年代は「家政学成熟

期」として捉えることができる。

1910年代の「家政学創設期」は、学会創立匝後の 11年間で比較的論文数も多く、また領域

別論文数の構成比でみたように「食物学」と「家政教育学」への偏菫がみられ、家政学者たち

は家庭生活の基礎をなす食の問題と家政学の普及にかかわる教育の問題に多くの関心を払って

いた時期であった。第一次世界大戦を含む時代であったことから、家政学者たちは「食糧によっ

て戦争に勝つために自らの存在価値があると考えていた」8) し、また学会発足当時の「アメリ

力家政学会の『存在意義』は、エレン。 H。リチャーズの言菜を借りると、家庭や社会に働き

かけて『正しい生活の技術』を促進することであった『という。

続く 1920年代から 1930年代の「家政学形成期」は、初期の家政学者たちの意思を受け継ぎ

家政学を拡充した時期ではあるが、この時期の論文数の低迷状態にもみられるように、学会の

エネルギーが分散したことや家政学の先駆者たちのような激しい情熱が見られなくなった点が

指摘されている 10) 時期である。家政学研究の内容からみると、 1910年代から続いて「食物学」

と「家政教育学」への偏重が見られる時期である。

1940年代から 1970年代はひとつのグループを形成しており、これを「家政学充実期」とし

1940年代は、第2次世界大戦を含む時代であり、家政学を再び危機に貧した国家のため

に役立てることを学会の使命と認識していた時代であった。ただし 1910年代と同様ではなく、

家政学者は「戦争によっておびやかされる社会的利益を守る、番人としての役割が主であると

白負していた」ll) 時代であった。そこで学会は「児童の労働を規制すること、学校給食を行う

こと、戦争中の物資不足からくる消費財の質の低下を、基準を設けることによって防ぐこと、

などの活動」1いを行っていた。また 1940年代は、学会の組織や高等教育機関における家政学

の問題などが発生し学会も含めて現状の見直しを行う必要性が出てきた時代であり、家政学の

掲載論文数は 871本と全年代中最も多いが、学会のエネルギーが総じて多少減少した時期であ

り、次の飛躍に向けて英気を養っている時期il)とも言われている。 1940年代とそれに続く 1950

年代は、クラスター分析の結果2番目に類似性の高い年代であることか読み取れる。 1959年

にアメリカ家政学会は創立 50周年を迎え、ニューディレクション (HomeEconomics-New 

Directions)か発表された。 1950年代は、家政学の世界的普及、家政学の職域拡大、家政学専

攻生の減少、農務省における家政学研究の廃止などの状況の中で、「学会が異文化圏に手を広

げ、それと同時に自らを見直した時代、いいかえれば、評価と内省、家政学の専門分野を大学

内部で根本的に強化しようとする努力の時代であった」12; と言われている。 1960年代も社会的

な混乱を背景に家政学分野におけるアイデンティティーとスティタスを求めた時代であった。日）

この間、家政学研究は「食物学」と「家政教育学」領域偏菫型から「家族関係」や「児菫学」
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表2 1980年代末から 1990年代のジャーナルの特集テーマ

（ジャーナル：Journal of Home Economics) 

年 vol. No. テ マ

1988 80 3 Social Issues: Impact on Families 

1989 81 1 The Future of the Profession 

1989 81 3 Aging and the Family 

1989 81 4 Single Parenting 

1990 82 1 Gender Equity 

1990 82 2 Public Policy 

1990 82 4 Intellectual Foundations 

1991 83 1 Health and Wellness into the 21st Century 

1991 83 2 lnterdisciprinary /Interagency Programs 

1991 83 3 Wold Hunger 

1991 83 4 Environmental Quality 

1992 84 1 Family Diversity 

1992 84 2 Human Capital 

1992 84 3 Focus on Youth 

1992 84 4 Values and Valuing 

1993 85 1 Aging: Family dilemmas 

1993 85 2 Resource Abailability 

1994 86 2 Environmental and Health Concerns of Families 

注） 1988年Vol.80 No. 3から 1993年Vol.85 No. lまでは「Articles」

のテーマ、その他は「総説等（無印）」のテーマである。

領域が増加をみせ、多領域充実型へと移行する傾向がみられた。

1970年代から 1990年代は 1つのグループを形成しており、「家政学成熟期」とした。この

中で 1970年代と 1980年代は、全年代中最も類似した年代であることがわかった。これは、

1974年のニューディレクション II(Home Economics-New Directions II) とそれに続く年代

である。アメリカ家政学会においては、 1970年代から学部学科の名称変更がみられ、 1989年

には「HomeEconomics」という名称を使っている学部学科（ユニット）は約半数になった。 14)

このような状況の中、家政学の研究領域においては、 1970年代と 1980年代は、それ以前の時

期に比べて「食物学」への比重がかなり小さくなる一方で、「家庭経営学・家庭管理学」が構

成比を高め、「家族関係学」や「児童学」も一定の構成比を示すなど、バランスの良さという

点で非常に類似性が高いとも言える。 1990年代も領域別論文数の構成比のバランスの良さと

いう点においては 1970年代や 1980年代と同様の傾向にある。 1994年、アメリカ家政学会は、

スコッツデール会議においてプロフェッションの名称を「家族・消費者科学」 (familyand 

comsumer sciences) に改めた。 1970年代から 1990年代は、家政学が一応の成熟期を迎え、改

めてプロフェッションの認識とアイデンティティーをめぐる様々な問題に対し、名称変更をす

ることによってその状況を改善しようとする動きがみられた時期と言えるであろう。

4) 1990年代の研究内容の特徴

表2に示したように 1988年から 1994年の「Journalof Home Economics」には特集が組ま

れており、この頃の家政学会の関心がどのようであったかを知ることができる。これをみると、

ひとり親、ジェエンダーエクイティ、公共政策、環境、資源、福祉、健康、加齢、若者、価値、

家族の多様性、世界の飢餓、プロフェッションの将来など、今日私たちが認識している家政学

-143-



吉本敏子

の課題がテーマとして取り上げられている。プロフェッションの名称変更に合わせて学会誌の

名称を変更し、同時にこの特集はなくなっている。

1990年代全体を通してみると、 1990年代で領域別構成比の多かった「家政教育学」におい

ては、「教育方法」に関する論文か 29.6%と最も多く、インターネットの利用や、それを活用

した遠漏地教育、コミュニティーとの関連、多文化教育などがその主な内容であった。ぷ）また、

領域構成比が2番目に高かった「家政学原論」領域の論文には、プロフェッションの名称変更

の動きに合わせたプロフェッションとしての家族。消費者科学のあり方や、ミレニアムを意識

して 21t1:t紀の家政学を展望する内容の論文が多くみられた 16)のが、内容的には 1990年代の大

きな特徴と言えよう。

結語

本論文は、アメリカ家政学会誌の創刊号から 2000年 (2000年度）までに掲載された研究論

文の分析を通して、 1990年代の特徴を明らかにすると同時に 20世紀のアメリカ家政学の特質

を明らかにしようとしたものである。本論文で明らかにした点は以下の通りである。

1)全年代を平均した年代当たり (10年当たり）の論文数は 740本であった。 1970年以降滅

少傾向にあり、 1990年代の論文数は 683本 (10年当たり 621本）であった。この論文数の

推移は、家政学会の成立から発展に至るそれぞれの過程における家政学者たちの学会に注ぐ

エネルギーの大きさや、実践学としての家政学が時代の要請にどのように応えてきたのかを

ぷす結果として読み取ることができよう。

2)年代別。領域別構成比の推移から、全期間を通して領域別構成比の高いのは「家政教育学」

領域であったこと、「家政学原論」や「家庭経営学。家庭管理学」などの家政学の本質に関

わる領域の研究は常に一定の割合を占めていること、「家族関係」や「児童学」のようなヒ

トに関する研究は初期の頃に比べてその割合が高まっており、反対に衣食住など主にモノに

関する研究においては特に初期の頃は「食物学」領域の構成比が突出していたが次第に比率

が均等化してきていること、などが考察できた。

3) クラスター分析の結果、まず、 1910年代から 1930年代までの食物学。家政教育学偏重型

の家政学の時代と、 1940年代以降の多領域充実型の家政学の時期の二つのグループに大別

された。さらに、距離を 3.5でみると、 4つのグループに分けられたので、 1910年代を「家

政学創設期」、 1920年代から 1930年代を「家政学形成期」、 1940年代から 1960年代を「家

政学充実期」、 1970年代から 1990年代を「家政学成熟期」として捉え、その類似性の要囚

に言及した。

4) 1990年代の研究内容から、今日の家政学の課題や研究関心を把握した。 1990年代で最も

領域別構成比の高かった「家政教育学」領域の中では特に「教育方法」に関する論文が多く

見られた。また、口ニ番目に領域別構成比の高かったのは「家政学原論」領域の論文で、プロ

フェッションの名称変更に関連する論文や 21世紀の家政学を展望する内容の論文が多く見

られた。

以上のように、 20世紀のアメリカ家政学は、ニューディレクション (1959年）、ニューディ

レクション II(1974年）、プロフェッションの名称変更 (1994年）という大きな節目を通り

ながら評価と反省を繰り返しつつ発展してきたことがわかる。特に、プロフェッションの名
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称変更は、 21世紀に向けての新たなアメリカ家政学のパラダイム構築に向けてのスタート

ともみることができるだろう。

最後に、本研究は、東珠実（椙山女学園大学）、柿野成美（閲消費者教育支援センター）、

古寺浩（金城学院大学）、鈴木真由子（新潟大学）、田崎裕美（静岡精華短期大学）、増田啓

子（富士常葉大学）、村尾勇之（東京家政学院大学）との共同研究で行ったものである。本

論文の内容については、すでに日本家政学会第 54回大会 (2002年）において共同で報告を

している。
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